
 

 

令和６年３月２９日  

報道機関各位 

   長岡市地方創生推進部  

広報・魅力発信課長  

移住支援金利用者が昨年度の２倍以上に！ 

若者の U ターン促進と地域とのつながりをより深いものに！ 
 

長岡市は、本市への移住を促進するため、一定の要件のもと東京圏から移住した方

に移住・就業支援事業補助金（移住支援金※）を支給しています。令和５年度の移住

支援金の利用者は３３件となり、昨年度の１４件から２倍以上に増加しました。 

本市では、移住者が生き生きと長岡で暮らせるよう、移住後の地域コミュニティと

のつながりや、移住者同士のつながりを大切に考えながら移住定住事業を進めていま

す。あわせて、市出身または学生時代を長岡で過ごした若者のＵターンを呼び込みた

いと考えています。このため、令和６年度は下記のとおり移住支援金の支給要件の一

部を改正して受付を開始します。 

つきましては､下記のとおり概要をお知らせしますので、広く周知にご協力いただ

きますようお願いします｡ 

 

長岡市移住・就業支援事業補助金（移住支援金） 
 

１ 令和４～５年度移住支援金支給実績 

 令和４年度 令和５年度 

区

分 

単身で移住した人 ５件 １５件 

2人以上の世帯で移住した人 ９件 １８件 

合計支給件数 １４件 ３３件 

（うち子育て加算支給件数） （２件） （１５件） 

支給金額 １２，６００千円 ３８，４００千円 

 

２ 令和６年度移住支援金予算額  ５０，０００千円 

 

３ 申請受付期間 令和６年４月１日より受付開始（予算上限に達した場合は受付終了） 

 

４ 対 象 者  東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）からの移住者で、 

長岡市が定める一定の要件を満たす人 
 

５ 支 給 額  単身世帯の場合:６０万円 ２人以上世帯の場合：１００万円 

子育て加算：子ども１人につき、１００万円を加算 

（１０月１日以降の転入者は、子どもの人数に関係なく１世帯あ 

たり１００万円を加算） 

 

 ※移住支援金は、都市部から地方への移住を促進するため、国の交付金を活用し 

令和元年度より実施。財源負担は、国 1/2、県 1/4、市町村 1/4としている。 

     

（裏面へ） 

長岡市  

      



 

 

 

６  改正内容  就業先に関する要件のうち、「関係人口に関する要件」について、

次のとおり改正します。 

 

【関係人口に関する要件】（改正後） 

次の①、②の両方に該当する人。 

① 次のすべてに該当すること。 

Ａ 長岡市への移住後に市の移住定住促進事業に協力していた

だける人 

Ｂ 新潟県内の事業所に就業した人、もしくは新潟県内で起業

した人、または NAGAOKA WORKER協議会会員企業に NAGAOKA 

WORKERとして就業した人 

② 次のいずれかに該当すること。 

ア （新規）転入前において長岡市の指定する「移住体験ツア

ー」に参加した実績がある 

イ 転入前において長岡市の指定するお試し移住施設に滞在し

た実績がある 

ウ （新規）長岡市出身者（長岡市内の中学校卒業者）で、申請

時において３０歳以下である 

エ （新規）長岡市４大学１高専、１５専門学校を卒業した人

で、申請時において３０歳以下である 

オ 転入前において、長岡市移住定住相談センターに対面又は

オンラインで移住に関する相談を行って相談記録簿に記録

されており、かつ、令和６年６月３０日までに実施した市

の指定の移住定住に関するイベントに参加実績がある 

 
参考：【関係人口に関する要件】（改正前）※制度の内容は別紙のとおり 

次に掲げる事項のいずれかに該当すること 

① 新潟県内の事業所に就業した者又は新潟県内で起業した者で、転入前において長岡

市移住定住相談センターに対面又はオンラインで移住に関する相談を行って相談記

録簿に記録されており、かつ、市の指定する移住定住に関するイベントに参加実績

があること 

② 新潟県内の事業所に就業した者又は新潟県内で起業した者で、転入前において長岡

市のお試し移住施設に滞在した実績があること 

 

 
※市の移住定住事業への協力について 

これから長岡市への移住を検討している方や移住して間もない方との交流やサポートなどにできる

範囲で協力を依頼するもの。 

移住者同士のコミュニティやネットワークへの参加、長岡市内の地域の魅力の発信など、さまざま

な形で協力していただきます。 

（取り組み例） 

問い合わせ：広報・魅力発信課 佐藤 

℡０２５８－３９－５１５１ 

先輩移住者としてアドバイス 移住者交流会に参加 移住ブロガーとして情報発信 

 



 

【参考】令和５年度の移住支援金制度（令和５年４月１日以降転入者分） 

令和６年度は見直し 

【関係人口要件】 


